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1. はじめに  
 
 成熟社会、高齢化社会、低成長時代が到来し

中心市街地の再構築が求められている今、その

施策として商業の集積化と歩行空間整備が一

体的に行われることの必要性が論じられてい

る。とりわけ、都心部商業地区は多種・多様な

業種・商品が集積している地区であり、その地

区内移動手段は徒歩である。この回遊性を向上

させることにより、都心部商業地区が活性化す

ると思われる。  
 木下らの研究 1）2）では、来街者の歩行回遊性

の向上による都心部商業地区の活性化という

観点のもと、詳細な歩行回遊行動の調査に基づ

いた集計的な分析を行っている。谷口ら 3） 4）

は、来街者の滞留時間を指標とし、都心部商業

地区の特性が滞留時間を長くさせることを明

らかにしたが、同地区での滞留時間の差異の明

確化といった微視的分析は試みられていない。

斎藤ら 5）は歩行回遊行動を、説明変数を含む吸

収マルコフ連鎖モデルで定式化し、商業機能の

集積化に伴う行動変化を予測しているが、歩行

空間整備による行動変化の予測は行われてい

ない。  
 本研究では、商業の集積化並びに歩行空間整

備と来街者の歩行回遊行動との関係を明らか

にするために、その分析指標としてトリップ数

と滞留時間に着目する。具体的には、トリップ

数の分析では、歩行回遊モデルを構築すること

で歩行空間整備と商業機能の集積化による行

動変化を予測する。滞留時間の分析においては、

1 店舗当りの売り場面積等の地区特性の滞留時

間への影響度を明らかにする。  
 
2. 歩行回遊行動調査  
 
（1） 用語の定義  
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図  1 都心部商業地区のイメージ図  
 図1のように、来街者が都心部商業地区に到

着した (あとにした )場所を入口 (出口 )ノード、

地区を構成する大規模小売店舗並びに商店街

を商業地ノード (合計38商業地 )とする。徒歩に

よる入口 (または出口 )-商業地ノード間並びに

商業地ノード間の移動を1トリップとし、徒歩

による移動時間を含む都心部商業地区にいた

時間を滞留時間とする。そして、入口ノードか

ら商業地ノードに行き、出口ノードから帰宅す

るまでの行動を歩行回遊行動とする。  

 
（2） 調査概要  
 都心部商業地区として八王子駅北口商業地

区を選定した。2001年11月4・11日の両日に、

歩行している来街者を対象とした現地配布・後

日郵送回収の調査を実施した。質問項目は、基

本的な来街者属性に関する質問の他に、歩行  
回遊行動に関する質問（商業地区での歩行経路  
と滞留時間、立寄り商業地、その目的と滞在時

間）、商業地選好性に関する質問を加えた。総

配布部数は1463部で、回収率は21％だった。こ
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の結果、表1に示すように、モール利用者のト

リップ数が非利用者のそれより多く、大規模小

売店舗と商店街の両方に立寄った来街者の滞

留時間が、他来街者のそれより長い傾向が確認

された。  

2 回目以降無限回までに商業地ノード I に立

寄る確率行列の和を回遊効果 RE と定義すると、

次式のようになる。  
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表1 歩行回遊行動に関する指標  
上式 (3)に入口ノードを選択する確率 P

r
H
をか

けたものを REU HIHI H
×P

r
＝ と定義して、入口

ノードｈに関して和をとると、次式 (4)に示すよ

うに、「回遊時に商業地ｉへの来街者一人あた

りの平均立寄り回数：ｕｈｉ」となる。  

 

  割 合  
滞 留 時

間  

トリップ

数  

立 寄 り回

数  

ﾌﾙﾓｰﾙ利 用 者  52.70% 2:44:26 4.89  3.89 

ｾﾐﾓｰﾙ利 用 者  37.80% 2:38:36 5.05  4.05 

上 記 両 方 利 用

者  
20.70% 3:05:12 5.78  4.78 

モ
ー
ル
利

用

者

別 

どちらも利 用 し

なかった人  
30.30% 2:26:43 3.92  2.92 

大 規 模 店 舗 の

み 
33.70% 2:28:37 3.41  2.41 

小 型 店 舗 のみ 6.90% 2:19:00 2.92  1.92 

立
寄
り
商

業
施
設
別 両 方 に立 寄 った

来 街 者  
59.50% 2:41:12 5.26  4.26 

来 街 者 平 均 値 （サンプル数 ：314人 ）  2:32:07 4.49 3.49 
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(2)式と (4)式の和が、商業地ｉにおける歩行回

遊行動の効果である「商業地 i への来街者一人

あたりの平均立寄り回数：ｚｈｉ」である。  

∑ ∑ ∑=
h h h

hihihi (5)utz ・・・　　＋  
3. 来街者トリップ数の分析  

  
（２）説明変数の導入  （1） 立寄り行動の定式化  
 立寄り確率ｑｈ ｉは、（ 6）式の様に定式化し

た。  
歩行回遊行動は、次式 (1)を推移確率行列Pと

した吸収マルコフ連鎖モデルの形で表現でき

る。  ( )
( )
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来街者が入口ノードを選択する確率を P
r

H
と

して確率行列 QHI との積を QT HI × HIHP
r

＝ と定

義する。この時、入口ノードｈについて和をと

ると、「第 1 目的地として商業地ｉを選択する

確率：ｔｈｉ」となる。  
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立寄り確率ｒｉｊを、図 2 に示す様に、来街者

が帰宅するか回遊を継続するかの選択と、回遊

を継続することを選択した場合における次の

商業地ｊの選択とに分けて、Nested Logit モデ

ルを用いて、式 (7)(8)のように定式化した。  

帰 宅 する

商 業 地 1 ・・・ 商 業 地 ｊ ・・・ 商 業 地 38

商 業 地 ｉを除 く37個 か ら選 択

回 遊 を続 ける

商 業 地 ｉ( j ）にい る来 街 者

∑ ∑=
h h

hihhi (2)qt ・・・　p
r

 図  2 Nested Logit モデルよるｒｉｊの考え方  



多項ロジットモデルによりﾊﾟﾗﾒｰﾀを推定し

た結果、符号が直観と一致し、尤度比もまずま

ずの結果となった。 LOGSUM 変数が 1 を超え

ているが、1 と有意差がなかった。 (表 2 参照 ) 

表  2 ﾊﾟﾗﾒｰﾀ推定結果  

確率名 変数 係数 推定値 ｔ値 

LogＬｈ ｉ -γ -0.3693 -7.8813 

LogＳ1i α 0.0554 1.5352 

ｑｈ ｉ  

尤度比（自

由 度 調 整

済 み ）：

0.2018 

LogＳ2i β 0.6569 12.9313 

LogＬｉ j -β3 -0.5061 -10.3578

LogＳ1j β1 0.1377 3.4777 

LogＳ2j β2 0.5979 7.0791 

LogＤ１j γ1 0.7085 3.2889 

'' ijr  

尤度比（自

由度調整

済み）：

0.2278 
LogＤ２j γ2 0.3666 2.9468 

LogＳ2i β5 -0.1290 -1.8845 

Λｉ λ 1.1338 3.3334 

ｍ β6 -0.3268 -7.5606 

'ir  

尤度比（自

由 度 調 整

済 み ）：

0.1931 

定数項:ｃ -5.1727 -1.8400 

 
（３）空間整備後の立寄り行動の変化  
 表3は、空間整備別に商業地全体での来街者

一人当りの平均立寄り回数を算出し、整備前の

値と比べたものである。これより、以下の事柄

が読み取れる。 

① 歩行空間のみ整備される場合と売り場空間

のみ整備される場合とを比べてみると、商

業地全体での来街者の平均立寄り回数は、

売場空間のみ整備される場合の方がより増

加することが見込まれる。  

に立寄った商業地の数ｍ：来街してこれまで

ｃ：定数項

変数）の：商業地選択式（

り場面積：商業地ｉにおける売
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② 歩行空間と売場空間の両方を整備した場合、

売場空間のみ整備した場合と同規模の集積

効果にとどまるという結果となった。  
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②の要因は、売場空間の増加面積を歩行空間

のそれより大きく設定したことと、表2で歩行

空間と売場空間のﾊﾟﾗﾒｰﾀを比べた時、売場空間

のﾊﾟﾗﾒｰﾀの方が大きいことである。よって、売

場空間整備は、来街者の立寄り行動をより活性

化させることが明らかになった。  
表4より、歩行空間と売場空間の両方を整備

した場合、立寄り者数の増加が見込まれる商業

地が最も多くなることが読み取れる。よって、

歩行空間と売場空間を共に整備することによ

り、立寄り行動の範囲が拡大することが見込ま

れる。  

表３ 整備別商業地全体での来街者 1 人当りの平均

立寄り回数の増加率  

ΣＺｈｉ 

整備前 整備後
増加率

歩行空間のみ 5.8922 5.9980 1.76%

売場空間のみ 5.8922 6.2354 5.50%

歩行＋売場空間 5.8922 6.2354 5.50%

表４ 整備別立寄り者数増加が見込まれる商業地

ノード数  

空 間 増 加 商 業

地ノード数 

ΣＺｈｉが増加す

ると見込まれる商

業地ノード数 

歩行空間のみ 8ヶ所 8ヶ所 

売場空間のみ 1ヶ所 7ヶ所 

歩行＋売場空間 9ヶ所 10ヶ所 

 
4. 来街者滞留時間の分析  
 
（1） 来街者属性との関連分析  
 トリップ及び個人属性が滞留時間に及ぼす

影響をみるため、来街者個人単位の滞留時間を

目的変数、来街者属性と都心部商業地区を構成

する町丁目への立寄り実績を説明変数とした

重回帰分析を行った。  



表5より、個人属性では、電車利用者の滞留

時間が長くなる傾向が、トリップ目的では、食

事･喫茶並びに娯楽目的のトリップのあった来

街者の滞留時間が長くなる傾向が確認された。

町丁目への立寄り実績の有無に関する項目に

おいて、都心部商業地区構成町丁目への立寄り実

績の違いにより滞留時間に差異が生じていること

が明らかになった。 

表５ 来街者個人の滞留時間とその属性との関係  

 説 明 変 数 名  偏 回 帰 係 数  ｔ値  

帯 同 者

の有 無  
帯 同 者 あり -2.5958 -0.1625

性 別  男 性  -10.7288 -0.5966

10･20代  -20.6949 -0.6474

30･40代  -15.8941 -0.5189年 齢  

50･60代  -14.5189 -0.5045

会 社 員 ・公 務 員  -1.3614 -0.0689

主 婦  -28.5388 -1.5708職 業  

学 生  -5.5747 -0.2143

電 車  33.5656 1.8241 

バス 1.4225 0.0574 

自 転 車  26.3143 1.0427 

来 街 利

用 交 通

手 段  
徒 歩  3.9280 0.1876 

10分 以 下  16.7907 0.7841 来 街 所

要 時 間  10～30分  29.5370 1.7230 

買 物 （最 寄 品 ） 7.9374 0.5720 

買 物 （買 い回 り品 ） 17.3998 1.1352 

生 活 に関 する用 事  -18.1516 -0.6944

食 事 ･喫 茶  55.8321 4.0167 

お稽 古 事  59.0179 1.6595 

娯 楽  41.2222 2.2393 

トリップ

目 的  

待 ち合 わせ・ 

ウインドウショッピング 
9.2948 0.7005 

横 山 町 への立 寄 りあり 3.9045 0.2663 

明 神 町 ３・４丁 目 への立 寄

りあり 
35.4241 2.0913 

東 町 への立 寄 りあり -0.1041 -0.0069

中 町 への立 寄 りあり 10.9490 0.7558 

三 崎 町 への立 寄 りあり -19.2007 -0.9401

立 寄 り

実 績  

旭 町 への立 寄 りあり 37.6786 1.5926 

定 数 項  58.9531 1.3726 

決 定 係 数  0.2055 

自 由 度 修 正 ずみ決 定 係 数  0.1153 

重 相 関 係 数  0.4533 

自 由 度 修 正 ずみ重 相 関 係 数  0.3396 

 
（2） 地区特性との関連分析  
 町丁目別平均滞留時間と地区特性を示す指

標との相関分析を行った。図３と４より、サン

プル数は少ないが、商店の集積度に比べ一店あ

たりの売場空間広さの方が来街者の滞留時間

との相関性が大きいことが読み取れる。即ち、

商業機能の集積化は来街者の滞留時間が長く

なる傾向が見られる。  

R2=0.8769 R'2=0.8359

R=0.9364 R'=0.9143
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図  3 町丁目別小売業 1 店舗当りの売場面積と

平均滞留時間との関係  
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図  4 町丁目別小売業商店数と平均滞留時間と

の関係  

5. おわりに  
 来街者のトリップ数と滞留時間の分析によ

り、歩行空間整備度並びに商業機能の集積度が

都心部商業地区での歩行回遊行動に影響して

いることが明らかになった。今後の課題は、ト

リップ数と滞留時間の関係のより詳細な解明、

商業地選択での定性的・定量的魅力度の加味、

来街者の時間的余裕の考慮、同規模の商業地間

での滞留時間の比較分析である。  
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